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テクノロジーベースのサービス研究の研究動向と課題

下 坂 光

1．は じ め に

サービスマーケティングではその黎明期から、テクノロジーがサービスの生産性に与える影響

について焦点が向けられてきた。ATM に代表されるセルフサービステクノロジー（SSTs）、遠

隔医療やオンライン学習といった情報通信技術を用いたインタラクティブサービス、ウェアラブ

ルデバイスといった IoT 機器を用いたスマートサービス、そして AI を用いたサービスなど、そ

の対象は多彩であり研究対象も技術の進展に合わせて変化している。

その一方で、これらのテクノロジーベースのサービス研究はその研究の動向に偏りも見られ

る。スマートサービスを例にすると、研究はウェアラブルデバイスといった高度なテクノロジー

製品を顧客がいかに採用し利用するのか、あるいはスマートサービスは顧客のプライバシーに関

わる情報を収集することから、顧客のプライバシー懸念がその製品の採用にどのように影響する

のかに、その焦点を向けている（Mwangi et al., 2024）。つまり、既存研究の焦点はテクノロジー

ベースのサービスに対する顧客の採用や初期的な利用にある。

一方で、テクノロジーベースのサービスでは、顧客の継続利用がサービス提供者の実務上の課

題となっている。近年の IoT 機器や AI を用いたサービスは顧客との中長期的なインタラクショ

ンがサービス提供の前提となっている。たとえば、顧客の身体の状態の把握を通した行動変化の

提案、すなわちパーソナライズされたサービスの提供は顧客が中長期的にそのサービスを利用す

ることでその精度は高まり、顧客が得る便益も大きくなる。しかしプライバシー懸念といったテ

クノロジーベースのサービスの採用に関する障壁を乗り越えた顧客であっても、そのサービスの

継続利用に至る顧客は多くない。ウェアラブルデバイスを用いたサービスにおいては、3分の 1

以上の顧客がウェアラブルデバイスの採用後半年以内に、そのサービスの利用を中断している

（Hermsen et al., 2017; Lee et al., 2016）。その理由として顧客がサービスの利用に対して持つ目標

が関わることを指摘する研究があるものの（Canhoto & Arp, 2017）、その重要性にも関わらず、

サービスマーケティング研究では顧客の継続利用に影響を及ぼす要因は十分に議論されていな

い。

そこで本研究は既存研究をレビューすることで、現在におけるテクノロジーベースのサービス

研究のリサーチギャップを明らかにする。具体的には、セルフサービステクノロジー、ICT を用

いたサービス研究、そしてスマートウォッチなどのウェアラブルデバイスを用いたサービス研究
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のナラティブレビューを行い、既存研究の研究動向を整理する。そのうえでサービス提供者の実

務上の課題である顧客の継続利用に関わる研究課題を考察する。考察においては、近年特に注目

されているウェアラブルデバイスといったテクノロジーを用いたサービスを念頭に、顧客の継続

利用に関係する顧客の持つ目標や、その目標に関わる顧客の行動に着目した研究課題を提示す

る。

2．テクノロジーベースのサービス研究の動向

2.1 セルフサービステクノロジー

セルフサービスには、サービス取引に固有の特徴が関わる。具体的には無形性や不可分性とい

った特徴から、顧客はその取引において単にサービスを購買するだけでなく、その消費の場面に

おいてサービスの生産に関わる（Zeithaml et al., 1985）。Bitner et al.（1997）によれば顧客は、

サービス提供者の生産リソースとなり、顧客自身のためのサービスを作り上げることで品質や顧

客満足へ貢献する。そしてサービスマーケティング研究は、顧客がサービスの生産コストの削減

と知覚サービス品質および満足の向上に不可欠であることを明らかにしてきた（Cermak et al.,

1994; Claycomb et al., 2001; Ennew & Binks, 1999; Kelley et al., 1992）。よって、セルフサービス

を含むサービスの取引において、その生産における顧客の役割を適切に管理することがサービス

提供者には求められる。

またこれらの研究は、サービスの生産における顧客の行動を、サービス提供者の部分従業員と

してとらえる点に特徴がある（たとえば Kelley et al., 1990; Kelley et al., 1992）。部分従業員とし

ての顧客は、サービスの生産においてサービス提供者の従業員が行ってきたタスクを従業員に代

わって遂行する。たとえば、マクドナルドのようなファストフードやショッピングセンターの

フードコートでは、配膳や片づけを顧客が部分従業員として遂行する。これにより、サービスの

生産コストが下がり、効率的なサービスの生産が可能になる。そして、サービス提供者のほぼす

べてのタスクを顧客に代替したサービスの生産形態がセルフサービスである。

サービスマーケティングにおいてセルフサービスは、その黎明期からの重要な研究対象であ

り、特に ATM をはじめとしたセルフサービステクノロジー（SSTs）がサービスの生産に与える

影響に研究の焦点が向けられてきた。SSTs はサービス提供者のタスクを顧客に代替するための

技術的なインターフェースであり（Meuter et al., 2000）、サービスの生産において多くのイノ

ベーションをもたらすことでその生産性を高め（Lovelock & Wright, 1999）、さらには顧客自身

によるサービスのカスタマイゼーションによって顧客の期待を超えたサービスの結果を生む源泉

にもなる（Bitner et al., 2000）。つまり SSTs は、部分従業員としての顧客の生産性を高め、効果

的なサービスの提供を実現する。

この SSTs といったテクノロジーとサービス企業、従業員、顧客の関係を示した概念モデルに

Parasuraman and Grewal（2000）のピラミッド・モデルがある（図 1）。このモデルは、Kotler の
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トライアングル・モデルを拡張し、サービス企業・従業員・顧客のそれぞれにテクノロジーが関

わることで、マーケティングの効果、すなわちサービス品質、知覚価値、ロイヤルティを最大限

に高めることができるとしている。

加えて、SSTs を対象にした初期の研究では、顧客はなぜ SSTs を利用するのか、どのような

顧客が SSTs を求めているのか、という SSTs の使用意図の先行要因を明らかにする研究が多く

行われている。そしてその焦点は、テクノロジーの特徴、顧客の特徴、そして顧客の知覚の 3つ

に大別される。

テクノロジーの特徴に注目した SSTs の研究として、Dabholkar（1996）は、顧客が SSTs に対

して使いやすさやコントロール感を知覚するときに、SSTs の使用意図が高まることを発見して

いる。さらに、Meuter et al.（2000）は、SSTs を用いたサービスに対する顧客の満足と不満足の

先行要因を検証し、満足には SSTs に対する使いやすさや時間の節約、適切なサービス提供が影

響すること、不満足にはテクノロジー自体の欠陥やサービスデザインの貧弱さが影響することを

実証している。

顧客の特徴に注目した SSTs 研究としては、Parasuraman（2000）のテクノロジー・レディネ

ス・インデックスに関する研究がある。Parasuraman は、SSTs の使用意図を個人が持つ信念や性

格の観点から検証し、テクノロジーが生活をより良くするといったテクノロジーに対する楽観的

な信念を持つ人や、革新的な性格の人が、SSTs の使用意図を強くもつことを発見している。ほ

かにもテクノロジーの採用に関わる顧客の能力とテクノロジーに対するリスクといった顧客の知

覚で顧客を分類した研究（Walker et al., 2002）や、消費者のレディネスの影響を実証した研究

（Meuter et al., 2005）が顧客の特徴に注目した研究にはある。

最後の顧客の知覚に注目した SSTs 研究としては、顧客の自己効力感が使用意図に与える影響

（Dabholkar & Bagozzi, 2002）や、製品とサービス従業員に対して顧客が持つ態度が使用意図に影

響を及ぼすことを実証した研究（Curran et al., 2003）がある。加えて、SSTs の強制使用が顧客

のコントロール感などの知覚の低減をとおして、SSTs を用いたサービスに対する顧客の態度に

ネガティブに影響することを発見した研究もある（Reinders et al., 2008）。

これらの研究の一覧を、次節の ICT を用いたサービス研究とともに表 1に記載する。

図 1 ピラミッド・モデル
Parasuraman and Grewal（2000）をもとに筆者作成
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2.2 ICT を用いたサービス研究

情報通信技術の発展を背景にして、2010年ごろを境にテクノロジーベースのサービス研究の

研究対象は、セルフサービスから情報通信技術を用いたインタラクティブなサービスに移行して

いる（表 1）。

先に述べたとおり、サービスマーケティングにおいて顧客はサービス提供者の部分従業員であ

り、サービスの生産コストの削減のために、サービス提供者が行う役割の多くを顧客に代替させ

ることが目指されてきた。そしてセルフサービスは、サービス提供者のほとんどすべての役割を

顧客に代替させたサービスの形態であり、SSTs がセルフサービスの発展に貢献してきた。

Wünderlich et al.（2013）によればセルフサービスは、顧客にサービスの生産において高いレベル

の活動を求める代わりに、サービス提供者の活動のレベルを低くするサービス形態であるといえ

る（図 2・Type2）。一方で、情報通信技術を用いたインタラクティブサービスは、顧客の活動の

レベルはそのままに、サービスの生産におけるサービス提供者の活動レベルを高めた点で、セル

フサービスとは大きく異なる（図 2・Type1）。つまり、この Type1の象限のインタラクティブ

サービスは、テクノロジーによって顧客とサービス提供者のコラボレーション、すなわちハイテ

クの活用とハイタッチの両方を実現している。

つまり情報通信技術の発展によって、それまで困難であった遠隔環境からの顧客へのインタラ

クティブなサービス提供が可能になり、テクノロジーベースのサービス研究の研究対象に遠隔医

療やリモート修理、オンライン学習といった新しいサービスが加わることになる。そしてこれら

のサービスは 2020年から約 3年にわたって続いたコロナ禍において急速に普及したことから、

非常に多くの研究がコロナ禍以降蓄積されている。

さらに、情報通信技術に加えて、センシング技術の発展とデバイスの小型化によって生み出さ

れたコネクティッドデバイス、すなわち常時ネットワークに接続された小型デバイスが、サービ

図 2 Interactivity matrix
Wünderlich et al.（2013）をもとに加筆修正
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スをよりスマートにさせることが B to B（Allmendinger & Lombreglia, 2005）、B to C（Rust &

Huang, 2014; Wünderlich et al., 2015）それぞれのサービス文脈の研究で論じられている。ここで

は特に、B to C 文脈でのスマートサービスの議論を確認する。

スマートサービスは IoT サービスなどとも呼ばれ、顧客の状況や環境をあらわすデータをリ

アルタイムに収集し、継続的な顧客とのコミュニケーションや顧客への診断情報などのフィード

バックを行う（Allmendinger & Lombreglia, 2005）。顧客の健康状態をスマートウォッチやリスト

バンド型のトラッカーで収集・分析し、顧客に健康状態をフィードバックするスマートヘルスケ

アや Amazon Alexa に代表されるスマートスピーカー、さらにはスマート家電といった機器によ

って提供されるスマートホームなどのサービスが、スマートサービスの身近な例として挙げられ

る。

南（2020）によればスマートサービスには、自律性や適応性、反応性、協働性、多機能性とい

った特徴がある。つまりスマートサービスを組み込んだ製品は、顧客の介入なしに動作し（自律

性）、外部環境に自らの機能をマッチさせ（適応性）、環境変化に反応する（反応性）。さらに、

他の製品やサービスと連動する（協働性）といった複数の機能を持つ（多機能性）。

スマートサービスは、セルフサービスと異なり顧客のリアルタイムの状況にあわせたパーソナ

ライズされたサービスの提供が可能であるとともに、さらにインタラクティブサービスとも異な

り必ずしもサービス提供者がサービスの生産に高い活動レベルで関わるわけではない。加えてス

マートサービスでは、サービス提供者と顧客によるサービスの生産がデータの収集・処理・診断

といった時間軸を伴うものに変化する（Rust & Huang, 2014）。先にも述べたとおりスマート

サービスは顧客との中長期的なインタラクションがサービス提供の前提となっている。スマート

サービスの顧客は、サービス従業員とのインタラクションの無いサービス環境において、自身の

情報を自らスマートサービスに提供し、スマートサービスが提供する診断情報を解釈し、そして

それを自身の行動変化に活かす、といったサービスの生産に関わる行動を中長期にわたって行う

必要がある（Gummerus et al., 2019）。よって顧客のサービスの継続利用がサービス提供者の実務

上の課題となる。

スマートサービスに関する研究は、そのサービス環境の概念モデルの提示と顧客が知覚するプ

ライバシー懸念に関する研究に大別される。

Verhoef et al.（2017）は、POP フ レ ー ム ワ ー ク（P: People、O: Objects、P: Physical

Environment）を提示し、顧客が顧客同士のみならず、コネクティッドデバイスやモバイル端末

を通じてモノ（ex. スマートホーム）や物理的な環境（ex. Google map の位置情報）と積極的・

受動的に情報交換を行う概念モデルを提唱している。また別の研究では、スマートプロダクトが

境界となることでサービス提供者と顧客の両方が価値を共創するスマートサービスシステムの概

念モデルの提案を行っているものもある（Beverungen et al., 2019）。

POP フレームワークに代表されるように、スマートサービス環境において顧客はさまざまな

ネットワークの中に重層的に組み込まれる。同時に、スマートサービス自体も、顧客の生活の中
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に組み込まれる。ここから Wünderlich et al.（2015）では、顧客に知覚されたスマートサービス

のエンベデッドネスが、B to C のサービス文脈では、プライバシー懸念を生むことが指摘され

ている。つまり、スマートサービスが顧客の生活の中に組み込まれ、顧客が自身の情報をスマー

トサービスと交換することで顧客はスマートサービスからパーソナライズされたサービスの便益

を受け取ることができる。しかし同時に、顧客は自身の情報をサービス提供者に共有することに

なることから、プライバシーに関わるセキュリティ上の課題を抱えることになる（Crawford et

al., 2015）。

そして研究は、スマートサービスの便益とプライバシー懸念をはじめとしたリスクが、スマー

トサービスの継続利用意図や顧客の情報提供の意思にどのように関わるのかに注目している

（Hsu & Lin, 2016; Kim et al., 2019）。その中で Kim et al.（2019）は、特にヘルスケアの文脈にお

いて、プライバシー懸念が顧客の情報提供の意思にネガティブに影響することを発見している。

この研究によると、サービス提供者への信頼やスマートサービスの便益が顧客の情報提供の意思

にポジティブに影響するものの、プライバシー懸念がその影響を抑制することが見出されてい

る。

スマートサービス研究に関連して、近年では AI がサービスにもたらす影響についても議論が

なされており、AI がサービス提供者の従業員の役割をいかにして代替するのか、あるいは AI

の発展をどのようにサービスに利用するのかといった問いに対する概念的なフレームワークの提

示が行われている（Huang & Rust, 2018, 2021）。

これらの ICT を用いたサービス研究は、プライバシー懸念といったセルフサービスにはない

独自の概念に着目をしているものの、研究の焦点は SSTs 研究と同様にテクノロジーの特徴、顧

客の特徴、そして顧客の知覚の 3つにある（表 1）。またいまだ現象の概念化にとどまる研究が

多いものの、顧客のテクノロジーの使用や使用意図を明らかにしようとしている点においても共

通している。

一方で、インタラクティブサービスのひとつとして位置付けられるオンライン学習の研究を行

った Narang et al.（2022）は、その焦点がアイデアの共有という顧客の行動にあり、すでにサー

ビスを使用している顧客のエンゲージメントを従属変数とした実証研究を行っている。Narang

らの研究はこれまでの研究と異なり、テクノロジーの特徴・顧客の特徴・顧客の知覚ではなく、

顧客の行動に焦点を向け、さらに顧客のテクノロジーの使用や使用意図ではなく、エンゲージメ

ントという顧客の継続利用の促進に影響し得る要因に注目をしているという点が特筆される。
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・
使
い
や
す
さ

・
楽
し
さ

・
自
己
効
力
感
他

使
用
意
図

W
al
ke
r
et
al
.（
20
02
）

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
ベ
ー
ス

サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
顧
客
の
特
徴

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
採
用
に
関
わ
る
能
力
と
意

志
で
顧
客
を
分
類

C
ur
ra
n
et
al
.（
20
03
）

セ
ル
フ
サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
顧
客
の
知
覚

・
製
品
へ
の
態
度
（
一
般
・
特
定
）

・
従
業
員
へ
の
態
度
（
一
般
・
特
定
）
使
用
意
図

M
eu
te
r
et
al
.（
20
05
）

セ
ル
フ
サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

顧
客
の
特
徴

・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
特
徴

・
消
費
者
の
個
人
差

・
消
費
者
の
R
ea
di
ne
ss

SS
Ts
の
Tr
ia
l

R
ijs
di
jk
et
al
.（
20
07
）

イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ト
製

品
定
量
分
析
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴
・
製
品
の
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ス

・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
属
性

満
足

R
ei
nd
er
s
et
al
.（
20
08
）

セ
ル
フ
サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

顧
客
の
特
徴

・
強
制
的
な
サ
ー
ビ
ス
使
用

・
イ
ン
タ
ラ
ク
シ
ョ
ン
の
オ
プ
シ
ョ
ン

・
過
去
の
経
験

行
動
意
図

B
ol
to
n
&
Sa
xe
na
-I
ye
r（
20
09
）
イ
ン
タ
ラ
ク
テ
ィ
ブ

サ
ー
ビ
ス

概
念
化

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

顧
客
の
行
動

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
使
用
の
程
度
と
顧
客
の
参

加
の
程
度
に
よ
っ
て
、
イ
ン
タ
ラ
ク
テ
ィ
ブ

サ
ー
ビ
ス
を
4
つ
に
分
類
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V
en
ka
te
sh
et
al
.（
20
12
）

情
報
サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
顧
客
の
知
覚

顧
客
の
特
徴

・
快
楽
的
動
機
付
け

・
価
格
価
値

・
過
去
の
経
験
他

行
動
意
図

技
術
使
用

C
ol
lie
r
&
K
im
es
（
20
13
）

セ
ル
フ
サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
顧
客
の
知
覚

・
便
利
さ

・
信
頼

・
満
足
他

従
業
員
と
の
イ

ン
タ
ラ
ク
シ
ョ

ン
ニ
ー
ズ

W
ün
de
rli
ch
et
al
.（
20
13
）

ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ラ
ク

テ
ィ
ブ
サ
ー
ビ
ス

定
性
分
析
顧
客
の
知
覚

製
品
態
度
や
使
用
に
対
す
る
顧
客
の
参
加
の

重
要
性
を
強
調
し
、
サ
ー
ビ
ス
の
受
容
に
影

響
す
る
相
互
作
用
の
信
念
を
特
定

H
su
&
Li
n（
20
16
）

Io
T
サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

顧
客
の
知
覚

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
外
部
性

・
知
覚
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト

・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
懸
念

継
続
利
用
意
図

V
er
ho
ef
et
al
.（
20
17
）

ス
マ
ー
ト
製
品

概
念
化

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

消
費
者
文
脈
に
お
け
る
C
on
ec
tiv
ity
を
説

明
す
る
PO
P
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
の
提
示

H
ua
ng
&
R
us
t（
20
18
）

A
I
を
用
い
た
サ
ー
ビ

ス
概
念
化

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

サ
ー
ビ
ス
に
お
け
る
A
I
の
役
割
の
4
分
類

と
、
A
I
と
サ
ー
ビ
ス
従
業
員
の
代
替
関
係

を
示
す
モ
デ
ル
を
提
示

B
ev
er
un
ge
n
et
al
.（
20
19
）

ス
マ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス

シ
ス
テ
ム

概
念
化

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

サ
ー
ビ
ス
サ
イ
エ
ン
ス
の
価
値
共
創
概
念
を

導
入
し
、
ス
マ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
シ
ス
テ
ム
の

概
念
モ
デ
ル
を
提
示

K
im
et
al
.（
20
19
）

Io
T
サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
顧
客
の
知
覚

・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
リ
ス
ク

・
知
覚
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト

プ
ラ
イ
バ
シ
ー

情
報
の
提
供
意

思

H
ua
ng
&
R
us
t（
20
21
）

A
I
を
用
い
た
サ
ー
ビ

ス
概
念
化

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
特
徴

A
I
の
3
つ
の
発
展
段
階
の
概
念
化
と
サ
ー

ビ
ス
タ
ス
ク
に
合
わ
せ
た
A
I
利
用
の
フ

レ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
提
示

N
ar
an
g
et
al
.（
20
22
）

イ
ン
タ
ラ
ク
テ
ィ
ブ

サ
ー
ビ
ス

定
量
分
析
顧
客
の
行
動

・
ア
イ
デ
ア
の
共
有

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ

ン
ト
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2.3 ウェアラブルデバイスを用いたサービス研究

前節で述べたとおり、情報通信技術やセンシング技術の発展とデバイスの小型化によってこれ

までになかったスマートサービスが生み出されている。その中でも、スマートサービスを実現す

るウェアラブルデバイスを用いたサービス研究は、サービス研究の新しい領域としてここ 10年、

多くの研究が積み重ねられている。

その背景には、特に先進国において国民の高齢化が進み、個人が自身の身体の状態を把握し健

康増進に努めることへの関心の高まりがある。この個人の身体の状態の把握と健康増進のための

行動変化をテクノロジーによって実現するのがウェアラブルデバイスである。ウェアラブルデバ

イスはセンサーで取得した身体情報や活動量、あるいは睡眠などの休息時間をトラッキングし、

その情報をもとに顧客に通知やフィードバックを行う顧客が装着可能なデバイスであり

（Lunney et al., 2016）、Apple Watch などのスマートウォッチ、Fitbit などのスマートリストバン

ド、Oura Ring などのスマートリングといった物理的な製品とその製品に連動したモバイルアプ

リから成る。そして身体状態の可視化や活動量のモニタリング、そして目標に沿った分析や行動

変化のための提案といったサービスを提供する。

これらの特徴からウェアラブルデバイスを用いたサービスは、スマートスピーカーやスマート

ホームといった他のスマートサービスに比して、顧客に関わる多種多様な情報を集める。したが

って、顧客はウェアラブルデバイスを用いたサービスを利用するにあたり、プライバシーやセキ

ュリティに関するリスクを知覚する。一方で、ウェアラブルデバイスを用いたサービスは顧客の

多種多様な情報を収集することから、他のスマートサービスに比して顧客一人ひとりに対し、精

度の高いパーソナライズされたサービスの提供が可能となる。さらに顧客がサービスを継続して

利用することで、その精度をより一層高めることができる。よって、ウェアラブルデバイスを用

いたサービスは顧客が継続してそのサービスを利用することで、顧客がサービスから得る便益、

具体的には健康や身体能力の向上といったウェルビーイングの向上に繋がる。そしてこれらが、

ウェアラブルデバイスを用いたサービスが他のスマートサービスと区別され、その固有の課題に

基づいた研究がなされる要因となっている。

ウェアラブルデバイスに関する研究は、2010年代の後半から情報技術、ヘルスケア、マーケ

ティングといった複数の研究分野で活発に行われている。マーケティング分野においてはとりわ

け、ウェアラブルデバイスという高度なテクノロジー製品を顧客がいかに採用し利用するのか、

顧客のプライバシー懸念がその製品の採用にどのように影響するのかが注目されている

（Ferreira et al., 2021）。ウェアラブルデバイスに関する学際的なシステマティックレビューを行

った直近の研究においても、既存研究の焦点が技術受容モデル（Technology acceptance theory）

に基づいた顧客の採用にあることが示されている（Mwangi et al., 2024）。たとえば、有用性

（Choi & Kim, 2016; Chuah et al., 2016; Lunney et al., 2016）、使いやすさ（Lunney et al., 2016）、そ

して有用性や使いやすさに関わる個人の革新性（Lee & Lee, 2018）に着目し、ウェアラブルデバ

イスの採用に与える影響を実証した研究などがある。

― １０８ ―



マーケティング分野のウェアラブルデバイス研究がウェアラブルデバイスというテクノロジー

製品の顧客の採用を扱ってきた一方で、先にも述べたとおり、3分の 1以上の顧客がウェアラブ

ルデバイスの採用後半年以内に、そのサービスの利用を中断していることがわかっている

（Hermsen et al., 2017; Lee et al., 2016）。つまり、プライバシー懸念といったウェアラブルデバイ

スの採用の障壁を乗り越えた顧客であっても、その多くがウェアラブルデバイスの利用を継続す

ることができない。

その理由として、Etkin（2016）はウェアラブルデバイスを用いた測定は、身体の健康状態と

いったパフォーマンスを向上させる効果がある一方で、測定自体が目的化されることで、運動そ

のものから得られるアクティビティとしての楽しさ、すなわち内発的動機づけが損なわれること

を挙げている。さらに別の研究では、定性的な調査を通して、顧客がウェアラブルデバイスを自

身が課した行動目標を遵守するために使用していることが明らかにされている（Zakariah et al.,

2021）。加えて Canhoto & Arp（2017）は、ウェアラブルデバイスの採用時に持っていた顧客の

目標が叶うことで、顧客の継続利用の動機づけが下がるとしている。

ウェアラブルデバイスの採用に関わる研究に比して、その継続利用の促進に関する研究は非常

に少ない。その中でも研究は、顧客の革新性（Hong et al., 2017）と知覚された楽しさ（Canhoto

& Arp, 2017; Lee & Lee, 2020）が、ウェアラブルデバイスの継続利用にポジティブに影響するこ

とを明らかにしている。加えて、目標の違いが重要であることを指摘する研究もある（Hermsen

et al., 2017）。この研究によれば食生活の改善を目標にする顧客は、睡眠の改善や活動レベルの

向上を目標にする顧客よりもウェアラブルデバイスの継続利用の期間が短くなることが示されて

いる。

この顧客の目標に着目した研究に Tikkanen et al.（2023）がある。この研究では、顧客がウェ

アラブルデバイスを使用することによって実現を目指す目標は、ひとつではなく複数あることが

示されている。具体的には、顧客は外部の規範や価値観に「適応」するためにウェアラブルデバ

イスを使用する。たとえば、スリムであることに価値を認める準拠集団に顧客が所属している場

合、顧客はウェアラブルデバイスを用いて体重管理することで、準拠集団の価値観に適応しよう

とする。もうひとつの顧客の目標は、準拠集団に関わりなく顧客が自身の健康状態や活動をより

良くするためにウェアラブルデバイスを使用する「自己向上」である。ランニングできる距離を

伸ばす、あるいは速く走ることを目指すためにウェアラブルデバイスで自身を管理するのが、こ

の自己向上を目標としたウェアラブルデバイスの使用例である。

本研究では、この顧客の目標の着目し、テクノロジーベースのサービス研究の研究課題を考察

する。

3．テクノロジーベースのサービス研究の課題

テクノロジーベースのサービス研究は、セルフサービス研究から始まり、インタラクティブ
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サービスやスマートサービスの研究へと発展してきた。セルフサービス研究においては、顧客は

サービス提供者の部分従業員であり（Kelley et al., 1990; 1992）、テクノロジーを用いることで、

サービス提供者のほとんどすべての役割を顧客に代替させてきた（Lovelock & Wright, 1999）。

その一方で、インタラクティブサービスの発展は、サービスの提供プロセスにおける顧客とサー

ビス提供者のコラボレーション、すなわちハイタッチに再び焦点が向けられる契機となり

（Wünderlich et al., 2013）、遠隔医療やオンライン学習といった人の心や体に対するサービスへの

テクノロジーの導入に繋がっている。さらにスマートサービスでは、顧客はサービスのパーソナ

ライゼーションのための情報の提供者という側面が強調され、サービス提供者と顧客によるサー

ビスの生産がデータの収集・処理・診断といった時間軸を伴うものに変化したことが指摘される

とともに（Rust & Huang, 2014）、プライバシー懸念といった新たな研究課題も生まれている。

テクノロジーを用いたサービス研究の一貫した焦点は、テクノロジーの特徴、顧客の特徴、そ

して顧客の知覚が、顧客のテクノロジーの採用や初期的利用に与える影響にある。端的に述べれ

ば、どのようなテクノロジーが、あるいはどのような顧客のどのような知覚が、顧客のテクノロ

ジーの採用や初期的な利用に繋がるのか、という点を明らかにすることに研究の焦点が向けられ

ている。

一方で、先に述べたとおり、テクノロジーベースのサービスでは、顧客の継続利用がサービス

提供者の実務上の課題となっている。プライバシー懸念といったテクノロジーベースのサービス

の採用に関する障壁を乗り越えた顧客であっても、そのサービスの継続利用に至る顧客は多くな

い。ウェアラブルデバイスを用いたサービスにおいては、3分の 1以上の顧客がウェアラブルデ

バイスの採用後半年以内に、そのサービスの利用を中断していることがわかっている（Hermsen

et al., 2017; Lee et al., 2016）。またスマートサービスだけでなく、インタラクティブサービスの

ひとつであるオンライン学習においても、学習途中での学生のドロップアウトが常に課題となっ

ている（松田・原田，2007）。つまり、時間軸を伴うサービスにおいてすでにサービスを利用し

ている、あるいは継続して利用したいと考えているにも関わらず、そのサービスを継続的に利用

することが難しい、という固有の実務上の課題がテクノロジーベースのサービスにはある。

一方で、研究の焦点はこの実務上の課題に十分に向けられておらず、顧客の革新性（Hong et

al., 2017）や知覚された楽しさ（Canhoto & Arp, 2017; Lee & Lee, 2020）、目標の維持（Hermsen

et al., 2017）に着目するウェアラブルデバイスを用いたサービスの継続利用に関する少数の研究

があるものの、その数は圧倒的に不足している。したがって、テクノロジーベースのサービスの

継続利用に与える影響を明らかにする更なる研究が求められる。

研究課題 1：時間軸を伴うテクノロジーベースのサービスにおいて、顧客の継続利用に影響す

る要因は何か？

加えて先にも述べたとおり、時間軸を伴うテクノロジーベースのサービスにおいて顧客は、
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サービス従業員とのインタラクションの無いサービス環境において、中長期にわたってサービス

の生産に関わる行動をとる必要がある（Gummerus et al., 2019）。つまり顧客は、サービスの生産

に関わるための動機づけを維持し続ける必要がある。

一方で、既存研究はサービスの生産に関わるための顧客の動機づけに関しては、十分に注意を

払っていない。前章で述べたとおり、既存研究は顧客のテクノロジーの採用や初期的利用に焦点

を向けていることから、技術受容モデル（Technology acceptance theory）に沿った採用に関わる

顧客の動機づけが扱われることはあるものの、その他の動機づけ、特にサービスの生産に関わる

行動を維持するための動機づけに関する研究は十分に蓄積されていない。具体的には行動を維持

するための目標に関する議論が、時間軸を伴うテクノロジーベースのサービスにおいて不足して

いる。

さらにウェアラブルデバイスを用いたサービスの既存研究では、ウェアラブルデバイスを使用

する顧客の目標は、ひとつではなく複数あることが示されている（Tikkanen et al., 2023）。具体

的には、顧客は外部の規範や価値観に「適応」するためにウェアラブルデバイスを使用する。加

えて顧客は自らを「自己向上」させるためにウェアラブルデバイスを使用する。Etkin（2016）

はウェアラブルデバイスの継続利用に顧客の内発的・外発的動機づけが影響することを発見して

おり、顧客の目標の違いが顧客の動機づけへの影響を通して、顧客のサービスの継続利用にも影

響を及ぼすことが想定される。しかし、顧客の目標がサービスの継続利用に与える影響を定性的

な方法で指摘した研究はあるものの（Canhoto & Arp, 2017; Zakariah et al., 2021）、その数は不足

している。よって顧客の目標と顧客のサービスの継続利用の関係に取り組むさらなる研究が求め

られる。

研究課題 2：テクノロジーベースのサービスにおいて、顧客の持つ目標はそのサービスの継続

利用にどのように影響するのか？

顧客行動研究では、顧客が目標に対して自身の行動を調整する自己制御に焦点が向けられてい

る（Francke & Carrete, 2023）。顧客の自己制御はテクノロジーベースのサービスから顧客が得る

便益、具体的にはウェルビーイングの向上にポジティブに影響することが発見されており

（Stiglbauer et al., 2019）、顧客の自己制御はサービス従業員とのインタラクションの無いサービ

ス環境において、顧客が中長期にわたってサービスの生産に関わる行動をとるために必要である

と考えられる。

また顧客の自己制御は、目標との差を解消するフィードバック制御と将来に向けてより卓越し

た目標を作り出し自らを動機づけるフィードフォワード制御に大別される。Canhoto and Arp

（2017）は、顧客はウェアラブルデバイスの採用時に持っていた目標が叶うことで、そのサービ

スの継続利用の動機づけを失うことを指摘している。よってフィードバック制御とフィードフォ

ワード制御では、顧客に与える影響が異なることが想定され、特に顧客のフィードフォワード制
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御が、顧客の目標の維持や向上を通して、テクノロジーベースのサービスの継続利用に効果を持

つことが考えられる。

テクノロジーを用いたサービス研究は、テクノロジーの特徴、顧客の特徴、そして顧客の知覚

に焦点を向けており、顧客の行動への関心が薄い。しかしオンライン学習における顧客のアイデ

アの共有が顧客のエンゲージメントに与える影響に焦点を向けた Narang et al.（2022）が示唆す

るように、サービスの生産における顧客の行動はそのサービスの利用に影響を及ぼすと考えられ

る。よって、顧客の自己制御がテクノロジーベースのサービスの継続利用に与える影響を確認す

るさらなる研究が求められる。

研究課題 3：テクノロジーベースのサービスにおいて、顧客の自己制御は、顧客が持つ目標と

サービスの継続利用にどのように影響するのか？

4．結 論

サービスマーケティングではその黎明期から、テクノロジーがサービスの生産性に与える影響

について焦点が向けられてきた。テクノロジーを用いたサービス研究の一貫した焦点は、テクノ

ロジーの特徴、顧客の特徴、そして顧客の知覚が、顧客のテクノロジーの採用や使用に与える影

響にある。端的に述べれば、どのようなテクノロジーが、あるいはどのような顧客のどのような

知覚が、顧客のテクノロジーの採用や初期的な利用に繋がるのか、という点を明らかにすること

に研究の焦点が向けられてきた。一方で、近年のテクノロジーベースのサービスでは、顧客の継

続利用がサービス提供者の実務上の課題となっている。

そこで本研究はテクノロジーベースのサービス研究の研究動向をレビューし、顧客の継続利用

に関する 3つの研究課題を提示した。具体的には、時間軸を伴うテクノロジーベースのサービス

において顧客の継続利用に影響する要因は何か、そこに顧客の持つ目標はどう関わるのか、さら

には顧客の自己制御は顧客の目標とテクノロジーベースのサービスの継続利用にどのように影響

するのか、の 3つである。

一方で、本研究では主に B to C を対象にした研究をレビューしたことから、B to B の文脈の

テクノロジーベースのサービス研究は考慮できていない。今後の研究課題としたい。
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